
１. は じ め に

政府の重要な役割の一つに, 家計の効用を高めるために行われる公共財や公共サービス

の提供があげられるであろう1)。こうした政府によってもたらされる公共財による家計の

分布・不平等への影響を分析したものに, Caselli and Ventura (2000) の研究がある。こ

の研究は, 効用関数が公共財に依存する場合に, どのように公共財が消費の分布の変動に

影響を与えうるのかを分析する方法を提示した。この研究において得られた結論は, 消費

の分布は, 公共財と私的財の限界代替率に依存して収束するというものである。この結果

は, 各消費者が異なる限界代替率を持つことに依存したものである。これは，効用関数に

おいて, 公共財と私的財の加法分離性を仮定することによって, 個々人の公共財と私的財

の代替性が外正的に異なるという個々人間の異質性を導入したモデルを提示しているとい

える。つまり, 個々人間の公共財への選好の度合いが異なると仮定した場合に, どのよう

に消費の分布が収束するのかを示した研究である。また，Amano and Wijanto (1998) は,

私的財と公共財の選好における非分離性の重要性を強調している。

そこで本稿では, 公共財と私的財の代替性がそれぞれの財の消費量に依存する Amano

and Wijanto (1998) の効用関数の定式化である，入れ子型 CES効用関数 (Nested Constant

Elasticity of Substitution utility function) に基づいて, Caselli and Ventura (2000) が行っ

た消費の分布の動きについて分析を行っていく。

２．モ デ ル

ここでは, 十分に多くの消費者が存在する社会における, 家計�と家計�の二つの家

計の相対比率がどのように変化するかについて考察を行う。それゆえ，一個人の行動は,

社会全体に影響をもたらさないと仮定する。

今, ��, ��, ��は, それぞれ, 家計�の消費, 税引き後所得, そして資産保有量を表すと

する。また�は, この社会における公共財の供給量を示す。すべての財は実質値であら

わすものとする。

245大阪経大論集・第58巻第６号・2008年１月

林 由 子*

公共財と消費の不平等

* 小稿を故土井乙平先生に捧げます。
1）例えば Bailey (1971), Barro (1981) and Karras (1997)｡

[研究ノート]



家計の効用関数には, Amano and Wijanto (1998) と同様に, 公共財と私的財の加法分離

性を課さない，以下の(１)式のような入れ子型 CES効用関数を仮定する。
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ここで �����であり, �は公共財と私的財との調整パラメータである。またパラメー

タ �	�および �	�は, それぞれ，総消費 �������
� �������

�
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 �の異時点間の代替の弾力
性と公共財と私的財の同時点間の代替の弾力性を表す。

(１)式の入れ子型 CES効用関数の下で, �期の家計�の限界代替率 	��は, 以下の(２)

式のように定義される。
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それゆえ, ここでの限界代替率は, 公共消費と私的消費の比率に依存して決定される。

つまり, 相対的に多くの私的財の消費を行う消費者ほど, 大きな限界代替率を持つことと

なるのである。

家計�の最大化問題は, 以下の通りである。
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ここで，�は, 時間割引率を, �は, 実質利子率を表す。この最大化問題の一階の条件

を(２)式を用いて整理することで, 以下の(６)式が得られる。
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いま, 二つの家計
と�を考える。それぞれの�期の限界代替率を 	
�と 	��とすると,

以下の(７)式および(８)式が得られる。
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この二つの家計の相対消費 ����
	��を考える。この相対消費の成長率について, 以下
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の(９)式が成立する。
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(７)式と(８)式を(９)式に代入することで, 以下の(10)式の相対消費の動きを得るこ

とができる。
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(10)式より以下の命題が導かれる。

上記の命題の証明は以下の通りである。

[�] ���
�と ��
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�� �の符号条件は, 相対消費��と

��
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の大小関係によ

って決定される。
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となる。

[�] (２)式の限界代替率の定義に従えば，次式のような相対消費��と
��

��

の関係が得ら

れる。
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命題：もし
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のとき, 縮小し (拡大し), 格差は狭まる（広がる)。
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それゆえ ���のとき, もし家計�が家計�よりも私的財を消費しているならば, 相対

消費 ��は
��

��

よりも大きくなる。一方で, ���のときには, 相対消費��は
��

��

よりも

小さくなる。 □

(10)式より, 相対消費��は, ���つまり私的財と公共財が加法分離性を持つ場合には,

一定である。しかし ���, つまり Edgeworth-Paretoの意味において，私的財と公共財が

代替性を持つならば2), ���のとき, 二つの家計の格差は縮小するが, ���のときには，

二つの家計の格差は拡大することが導かれた。

つまり，���のとき, 私的財と公共財は代替性を持つ。このとき, もし，公共財が１

単位減少すると, ある家計において，私的財によって補われる大きさは, その家計のもつ

公共財と私的財の限界代替率に依存する。いま ���であるならば, もし公共財が１単位

減少した場合, 相対的に多くの私的財を消費している家計は, 相対的に多くの私的財を増

加する必要がある。

もし ���であるならば, 限界代替率の比率は, 私的財の相対比率よりも小さくなる。

それゆえ, 公共財の増加によって, 私的財の相対比率は縮小する。逆に, ���であるな

らば, 限界代替率の比率は, 私的財の相対比率よりも大きくなる。それゆえ, 公共財の増

加は，私的財の相対比率を拡大させることになるのである。

３．む す び

本稿では, 公共財と私的財の非分離性によって，消費の不平等が拡大する可能性をしめ

した。ここでは, 二つの家計の相対消費の動きから消費の不平等の分析を行った。

つまり, 私的財と公共財が Edgeworth-Paretoの意味において代替財である際に, 私的

財と公共財の限界代替率が私的財の消費の格差にどのように影響を与えうるのかについて

分析を行ったものである。ここでは, 私的財と公共財の非分離性の効果を分析するために,

入れ子型 CES 効用関数を用いた。この効用関数のもとでは, 公共財と私的財が

Edgeworth-Paretoの意味において代替財である場合, その社会における公共財の供給が，

各個人を通して一定であるとき, 公共財と私的財の限界代替率は，私的財の消費量が高い

ほど大きくなる。

その結果, 同時点間の代替の弾力性が１よりも大きい場合, 公共財と私的財の非分離性

は, 格差の縮小をもたらす。逆に, 同時点間の代替の弾力性が１よりも小さい時には, 格

差の拡大をもたらすとの結果が得られた。
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2）Edgeworth-Paretoの代替性には Piazzesi, Schneider and Tuzel (2007) が指摘するように, 異時点間
の効果も含まれる。
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